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第 2号‐様式 (1)一①

(単体発注 。事後審査型)

那覇港管選組合
二般競争入札公告第42号

イ行和S年 9′月27四

1 人本とに付する事項

法 〔昭和E2年法律第67号)第 E34:条第 1項の規定にてkり 、 ^般競争入札 (以下「入礼Jと いう。 )
り実施する。

那期港管理組合管即若 工城 燕帝

郵嚢離
瞥殴線暮
鞍霞欝監F

く1) 業 務 名 令和6年度那覇港浦添ふ頭地区マジーす
。緑地黙本設計業務委

~4

(2) 履 行 場 所 剪卜朝港浦恣亮芸映地K

(3) 業 務 内 奈 浦添Åゝ頭地区交流 。Лよ、'わい牢問整締とこ1抽けマジーナ 。緑地の譜岸、防波堤等慕本設計を行う。

(4) 楼 行 期 F騨弓 探約締結日の翌ヨから令不H7年3貞 14目 まで

(5) 設 計 金 額 27,203,000,11 (税込)

(FⅢ ) 資 格 審 査 方 法 事後審査型 ※本業務 |ま、競争参力H資格の審査を入札執行後に行うも

(7) 最 低 制 限 価 格

本人札案件は、最低制限価格が設定されているため、最低市1限価格未満の入札考ほ

洛札者となることができない。
※「朗
`覇

港管理組今が発注する藍設工事等:こ採る最低胡跛価格取扱要領」
(httpl1//nahaport.jl_ヽ /る usttn(Jss/contra`t/)

(8) 道 用 す る 技 術 者 単 鶴

※本業務の予定価格ユま々 記に示す設計業務奏託等技術者単′lFli
令和6年3再 設計業務

萎託等技村者単価
を道策して横算しており、入本と参射者は同単種を適用して見

積りを行い入札することっ

(9'

そ の 他 適 用 (′うあ る

法 令 、 制 度 等

(※本案件は、右表のう

ち、○印を付 した制度等の

適用がある。 )

議会議決

本業務は、議会の議決に向
~'二べき契約及び財産の取特又tま楽分

|こ関する条例第 2条の規芝に基づき、議会の用意の議決を要す
るため、落札決定後は仮契約を締結 t_′、議会の同意の講決を経
て通知したときに本契約となる。

準編手続き
(予算成立前)

本手続きは、次年度当初 (糖 I■ )予算成立を前提とした年度開
始 (予算

"t立
)前からの準機手続きであり、予算成立後に効カ

を生じる事業である。従つて、議会において当初 (補正)予算
案が否決された場合 :ま、契れを締結しない。また、次年度当初
(補正)予算成立後においてく)、 田庫文出金に係る交付中議等
の手続きの関係 任、入札を廷期する場合があるぅ

準備手続き

(交付決定講)

ホ手続きは、国庫支議会に係る予算使郷を前提とした事議準備

手続きであり、交付決荘後に効力を生じる事業である。従つ

て、交付申詰等の手統きの関係 と、入札を妊期する場合があ

る。

準備手続き

(繰舷承認前)

本手続きは、議会における繰越本謡を前発とした事前攀備手続
きであり、議会承認後に効力を生じる事業でれ)る,従つて、議
会において本業務に係る予算の繰越承認が否決さ浄′た場合は、
入札を妊期又は中止することがある、また、予算の繰越承認後
においても、出庄文出金に係る繰越 (翌憤)手続き'ア)関係上、
入キとを延坤]する場合がある3

債務負担市J為業務
本業務は、績務魚担行為ここ係る契約の特貝1の適′llを受ける業務
である。
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2 入なと参デど置資格
次に慮める要件をすべて満たとフている有資格業者であることり

業
務
実

績

(1) 種   区 土木関係コンサブレタント

郎薪港管理組合の測量 。建設コンす|レタント等業登録業
者ネ籍▼とおいてt左記の金録を有するもの。

(2) 人オL参加資格ネ簿挙録年 令和6'7年度

(3) 録  業
港湾及び空港   または
河ヴ|1砂防及び海岸 。海洋

(4) 地方臨治法施行令弟16=条のとの規定に該当しない音であること。

(5) 人本と珂から当該姿誰の本オL決定コまでの間において、冽〔覇港管理紅令の指名停止措置を受 ilていないことし

(6)
会社更生法に基fゞき更生手続き開始のキ立てがなされている者又は民事弾生法に基づき再生手続き開始の申立

てがなさを1,ている者 (手続き開始の決定後、人札参翔資格の再認定を受オ|ている者を除くし)ではないことも

(7)
警察当局から、暴力国員が実質胎に経営を支蠅する建設業者又はこれここ準ずるものととノて、那覇港管理群含兆

注工事等からの蓼,除要請があり、当該状洸が継続している帝でないこ:|.

(3)

入札 :こ参カヨしようとする者の問守こ以下の基準のいずれかに該当する関係がないこと.
なお、以 ドの関係がある場合に、詳遺する者を決めるために当事者湖で連絡を取ることは、捌;覇港管理組合競争

契約入本と心壽弟 3条第】項の規定に抵触するもので ,まない。

ア 資本関係
次のいずれか :こ該当する二者の場合全

(a)子会社等 (会社法 (平成 17年法律第36培・ユ第 2条第 3々^の 2〔こ規定する子会社等をいう。以 下司じ。 )
と親会社等 (日条嘉 4号の E筵規定する親会社等をいう。以下同じ。)の関係にある場合
(b)魂会社等を同じくする子会社等珂士の開鞣にある場合

イ 人的珂係
次のいずれかに該平4する=者

の場合cただし、 (a)ことついては、会社等 (会社法施看規員J(平成 16年法務
省令第12号)第 2条第 3項第 2号 に規定する会社等をいうち以 下同じ.)の ^方が民事再生法 (平成H午
法律第225号)第 2条第 4号に規定する暮生手続が存続中の会社等又は更生会社 (会社更生法 (平成 14年
法律第154号)第 霊条第 7項に規定する更生会社をいうc)で ある場合を除くG

(a)一方の会社等の役員 (会社法施行規貝ど壽 E条壽 3頂第 3号に規定する殺員のうち、次に掲げる者を
いう,以 下再じ.)が 、他方の会社等の役員を現 tこ兼ねている場合
1)株式会社の取締役cただし、次に掲げる者を除くc
O会社法第2条毎 11号 の21こ規荘する監査等委員会設町会社における監査等委員である取締役
の会社法第 2条第12号に規定する精″¬委員会等設置会社における取締役

④会社法第 2条弟良5零→i規定する社外取締役

④会社法第34忠条第二項に規定する定款に男|1段の定めがある場合により業務を執行しないことと

さ瀬/ている取締役

2)会社法第402条に規定する補名委員会等設置会社の狭行役
3)会社法第575条第 1裏に規定する持分会社 (合名会社、今資会社又は合同会社をいう。)の社員
(固法第590条第二項に規定する定款に】|1段の定めがある場合ここより業務を執行しないこととされ

ている社員を除く。)

4)組合の理事
5)その他業務を執行する者であつて、 1)から4)までに掲 tずる帝に準ずる者
(b)一方の会社等の役員が、他方の会社等ρ民事馨生法嘉64条第2項又は会社更生法第67条壽 1項の規定に
より選任さ章1,た管財入 (以 ド導に管財人という。)を現に兼オ&ている場合   ,
(c,本方の会社等の管財入が、他方の会社等の管財人を現に兼オaている場合

ウ その他の人ホLの適正さが躍害さを1すると認めらオ1,る場合
組合 (共同企業体を含む.)と その村成長が同一の入札に参加している場合その他 L記ア叉はイと阿視
しうる資本関係xは人的関係があると認められる場合。

(9) 地 域 要 件
】L覇荘f、 浦添市、糸満‖f、 豊見城球f、 薦城荘、繭鳳原町、人重猥判

‐
、与那原町、生野湾

市、瑾原町内に本店があること。

対  象  期  間
自 平成全6年4月 1劇 芹記 lア )期間内に下

~己
の対象業務を請負い、完歳母:渡とが

完 rtン た業務実績を右すること。至 令兼6年 10月 9日

対  象 ― 委  託 日
・蝋・市町村・ 薫冷体で構成された孫「 含等が発注 した港湾における語岸 または防
波堪の基本 (予備戦 降)ま た ,ま実施 (詳細)設計

(10)

2/6



(11,

配
置
予
定
技
術
者

備 考

次に掲げる0荘③のいずれかの資格を布し、かつ④の要件を満たす管甦技村者及な照
査技術者を当該業務iこ班脱することができることG
り技術上 と総合技術監理部門

'(建
設湖ヽ問)の資捧を有■ィ技術生法による小録を行つている者っ

②被ηΥ士 王建設部門耳 (港湾及てが空港)ま た,ま 王建設都 F弓再 (料川、砂防及び海岸・海洋)の資
格を有 t′技術土法による群録を行つている者で、7年以 卜の実務経験を続 1ィ、かつ業務 1こ該当す

る醐;F尋 (「建f費部門](港湾及 tパ空港))支 たは (I建設部F弓耳 (河川、砂防及び枷片・海
洋))に 4年以 i従事 tンている者。
③RCCM(進湾及び空港,ま たは 〈捌川、砂菊及び海岸 。海洋)の資格を布 L′

〒登録熱:書 Iの交付
を受けている者。
0(10)1と とげるチ_務実績を1件以上有しているこユ・_

(12) 取 抜 け 案 件

以下の業務を落札 した者イま、本業務の落札者となることこ章できない⇔
▼該当なこ́

8 設計凶書等の自有L布、質問及び阿答

婆 費格確認申講壽等の提腟

設 計 図 き 等 の 肥 埼F

期 問 自 令和6年9月 27日  争ヽ) 至 令稗6年生0月 9膊 (71く )

肥  布 方  法 那覇港管理羊連合ホームゴミ‐・ジ1こて問ll布する。 (1,ttpsイれahapori jp/)

西と 狛丁 !場 所  ・
問 い 合 せ 先

郵覇市通堂町 2番 1号  3増
理
`朝

港管理組合 総務ヨ; 総務謀 財務班
電話 09緋 86緋aS78

質 問 ,回 答 期 間 等

(1)人札・契約手

綻に関す ること

郎票蔽逓士町 2掛 1を

那覇港管埋組合 総務部
〕
進話  093-36S-2573

3晴

確務課 財務班

「
AX  098-868-2629

(2)11~F(1,以 外
に 関 す る こ と

那駆市通堂町 2香 と号  2階
刈h朝港管理組合 全両建設部

'プ
コデェクト推進窯

弓菖言舌  098-868-2597

提 出 報 間
麹 令和6年 9月 27日  (金)  へ
ti記期間の土 口及び視旧を珠く毎爆

下 令れ16年 10月 B日  (火 )
9嘉寺から上7日寺まで.

提 出 場 所 生ドl_(1)に 同 じ。

提 出 方 法 電送 (14X又 麒 メー イレ・(soumtrivじ satsuё ttahaうOrt,jp))叉 子ま持参

園 答 方 法
邦璃港管理細合ホー _ア、ページ (httpBξ /1nthaport,jp/)及び上記 (1)に
おいて、以下の期間、閲覧に伊そする。

同 魯 鞘 間
阿容 磨かとJ 令イH6年二〇月15厨 (火) まで
上記理闘の上 日及び机 日を除く毎脚、 9時から17時までき

資 格 確 認 申 諦 書

本競争の参加希望をは、次の書類を理眼内:二提出
-0~る ことc

なお、蒻眼までに提出がない場合、本競争 tこ参方旧することができない。

提 出 書 類
0-般競争入札参カロ資格確認申請書 (第 3号様式)
②返f言用対鯖|(人札結果通無用(110弼 切手略付)〕

提 出 期 間
鶏 令不H6午9月 27‖  (谷 ) 至 令不「6年 10月 9日 (水 )

上記奏間の■日及び祝 日を除く縁日、 9時から16持までぁ

提 出 場 所

郵覇市通堂町 2番 1号  3階
那義碁管理組合 総務引; 総務課 財務班
電話 098-868-空 578

提 出 方 法 持参又は郵送 〔
‐
般書留もしくは簡易害留 )

提  出 都 数 1¬
`
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入  札  報  日 等

入 札  方  法

本業務は、紙入本とtこ より実施する。
入札普等は、あらかじめ指定する目に配進されるように (「配逮 日指

定瑯便」)、 「 ^般妻翻」又 1ま 「簡易幕留」のいず淑′かの方法により郵

送すること。持参や普通郵I更等で提出された場合、無勤とする。

提 出 書 類
①入札帯

④業務費内訳壽
配 達 指 定 日

(入 札 日 〕 令和6年 10月 15躙 (火 )

宛 先

〒90併O085  那軍市通童 H]‐ 2番 1号
ヰ襲港舌選組合 総務部 総務諜 贈務班
電話番号 09'J86争2578

入 札 書 に 記 載
す  る 金  額

喀札決定にあたつては、人札書に記載された金額に当該金額の109分の

10に相当する額を加算 と/た金額 (当該金額に 1「B未満の端数があるとき

は、その端政全額を切り捨てた金額)を もつて幕札価格とするので、人
札者は、消費乱及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者で

あるかと群わず、見積もつた契約希望金顎の110分の100に榊当する金額

を入札普に記戟すること,

入 本しに 関
‐
|‐ る

注  意  事 項

ア 入札普めくじの数守:(任意の数学 3桁)は、「l額くじ抽選が発生し
た場合に使用するため、心ず記入することり
イ 西≧走指定解以外の用tこ届いた入札普及び業務内譲普は、登理 t_テな
と どヽ

ウ 入札書の癬付は、開
=と

癬を記入すること.

業 務 費 内 訳 書
の   提   出

r第 1回 国の人札とこ際し、人札書に記載さ岸R′る人札金額た対応 とンた業務
費ぬ訳書 (様式白1蜘 )を妊‖|すること。
イ 業務費 チヽl訳客には、作成年月日、取周、員数、単極及び金額をワ〕ふ

かにと/、 商号又は名称並びに住所を記栽すること◆
ク 業務費内訳壽には、代表章鞠JをⅢ〒騨すること。
工 管理者 (これらの者の構助者を含む。)燃、提出された業務費内訳
書について説夢Jを求めることがある。

入 札 の 無 効
本公告に示 tッた就争参莞に資務のない者のとフた人札く資格確認申講書等に虚偽の記載をした

者のした入ホL及び入́札に関する条件 :こ違反 t_´た入札 !よ、無勤とするc

入 札 の 辞 退 等

資′千各確認申請普の提出後、都合により入
=と

を辞退する場合は、開
=と

H時までに入|し辞退届
を提出すること。
また、碁札決定までの間にr数の業務を藩札 したことtこ よりに置予定技術者を木業務に肥置

することfができなくなったと:き tま、直ちに総告すること:゛ 当該報告がなく、本人札の手続き

が落札決定まで至ンプた場合、指″l件止措置要領に基づく補ネ停 止を行 うことがある。

′
=～

σ) 他

ア 芹札償紺者がいない場合は開札後直ちに再度入札を行 うので、再度入札にも参珈する
i場ちは、開札寺点から立ち会 うことc初度の開札寺に立ち会わない参加者とま喜度入
札を醇選 したものとみなし、再度入札 ′ヽヽ、の参力輝を認めないじ    .
イ 代埋人が入札する場合は、入

=と

を行 う肇に委任承及tド農己の
=「

鑑を持参すること.

夕 委任状 tこは、業務名を記入することぁ

■ 斗度入札参加者又は書麦入札参加者の代理入:ま、当該入本と:こ対する他の再度入札参

力‖者の代理をすることはできない。
オ 再度入

=ttま
、 1臣 lπうみとする,

5 入札手続き等

関
I 
礼   鰤  時I 令和6年 10月 16日

‐
(水) 14iOO ※人札書y)日 付

郵覇港替選組合 2階大会議室
預入札著|ま、開札に立ち会うことができる (再.人札に参理する場合tま、ラヨ札時点から
立ち会 うこと)。

開   札   場 所
|

6  Fァ露本と
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7 資務確認資料の提出と裁争参力w資格ゼ!〉審査

落 札 候 補 者 α)選 定
及 び 事 後 審 査 の 実 施

開札後、碁本と者の決定を保留 こ_´、予定価格の範囲内で有勤な最低の価格をもつて入札を

行つた者 〔以 ド「落札候補者と と̂l′ うヽ。)か t,順 :こ競争参力障合格の審査を行 うど本本と候補者
は、幾頸ま|ぐに資ガ各確認申請春等を提臨と/ない場合、競争参丼資ノ下冬がないものとする。

なお、暮札供補帯 |ま上位から1贋に 3帝 (上位の帝と同額の者が複数いる場合はこの眼りで
はない。)を決定 t▽フ資幣整認資料を求めるが、適格者が確認できた時サ点で、次賑位以降の者
サ)競争参力博査格の審4は行 ;つない 1)J)と する。

通     知     日 今和6年 10月 16ヨ (水):7:00 まで (予定)に対象業者あて通知する.

提 出 期 限 令¬6年 10月 13田 〔金)15:00 まで

提  出  書 類
O雪こ置了′定技術者の資格等 (様式 1)

②業務実績 〔様式2)

0資格確認申識書 t毎 3号様式〕の資′irⅢ確認くつ各項目に記載tンた必要書類

提  出 都 数 ≧部

提  出  方 法 辣則、村参

提   出   先
〒9()()-0035  部事市通堂町 2碁 1メフ^

郵覇港管理組合 総務部 総務課 財務班
電話番 号・ 098-86併 2573

競 争 参 ′l目 資 格 の 確 縛

競争参力‖資格め確認は、謝札後、申講帯等の提出菱眼の日をもつて行 うものとし、その結

果は以下分謝までに書面とこより通矢Hする.

令和6年生O員 全1日 (月 )(T′芝)

なお、幕札侯補新に
ヤ1)い て競争参考に貸格が確認さ漱́適格章であることが確認できた場合

ユま、淋札者決定通知をt)つて資格確認常異の通知 tこ代たるt)の とする。

落 札 者 の 決 定 方 法
事後審傘の結果、落札候補者が競争参丼沓格を満たしていると確認した場かは、当該落札
侯補者を落札者とする。また、その経果は、全入

=と

参舟鰐者に通匁1するっ

競争参力1資格がないと認め

られた者がその理由に対 し

て 不 跛 が あ る 場 合

競争参報資格がないと認めら章Rテえ著ユニ、管理者に対 とンて競争み独1資格がないと認められ,た

理れについて説明を求めることができる。

管理者は説明を求めとュれたときtよ、書情を申と立て芽眼の翌日かと)起第して 5日 以内 (休

麒を除く)に説明を求めた者に対と/、 普面により陛容する.

提  出  
―
期  限 汎争参労r費格確認紺巣

の趣知をな,つた日の翌日から起算とッて5日 以内

(体 用を除く)と するc

提   出  先 ガト瑶港管理組合 総務出; 総務課 財務班

提  出 方  法 暮瀬 (様式建当)を持参する
こと。引;送又|ま竜送 (メ ィルやFAX】 に(k

るものは受け付けない。

本 ′′、 札  に 係
資 料  の 取 扱

る
彰ヽ

ア 合格確認中議書等の作成及び発農:こ孫る費用は、提出者の負担とする。
イ 契約11斗1者は、撮 lttlさ れた資碁整認申請書等について、競争参加資棒¢確認以外に

提出イに無断で使用しないち
夕 提出さ庁1,た資幣確認申講書等は、返却 t.´ない。
工 提出期殷ハIに眼り、査格確認申講書等の修二重、差し誉え、i壷力牌、す弓

~提
出を謡める。

オ 提 l十瑚蝦を過ぎた場合、資格確嗣 ヨ請普等は受け付 tナない.
力 資格確認中諦幕等の受理後、書類∬1容を審群モン、幕類の記載撮濠′や添付濡濠′等が

あつた場合燃競争参力「資格無こ_′ となり、淋札者となること!まできない。
キ 査格確認申諦書等に止偽y)記載をした場合、指名停止帯置要領に基づく括名停止

をそ〒うことがあるぅ
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患 入札保歳と金及な契約保証金

の

入  札  t禁  証  金

人札保証金の企額等は、現金又 t主管理者が謙実と認める有価証券等を蕉ぅつて見積る契為企

額の100分の5以 上を続付するものとする。ただと_´、次のいず烹R,かに該当する場合 tす、入札保

証金の納付を免昧する゛
ア 保 1食会社との開とこ洋h合 を校保 1食者とする入札保証保1父契約を締結したとき。
イ 脚 (独立行政去入含む。)又 |ま地方公共団体とその種類及び規模を:よぼ同じくする契
約を締結 した実績を有し、これらのうち過去 2麹年の間に壌行効眼の到来 t_´た二以 との

契約を全て試実に履行 した者。
なお、次の者 :ま入札に関する条件に違反したものとと/て、その入札を無舞とする。

(1)韓熙■でに入札保証金め紬付、若 しくti納付に代わる上記ア、 イのいずれ′かに係る
書類の提出のない者

(2)入札保証金の金額等が生 Eと1の条件 tこ満たない場合

(3)入札供証全等の納付等こと係る書類に不横があつた場合

ミた、 本皮提出さ葦1′た人本と保証金の率rJ付等の変更はできないものとする。

差 入札保証金を免除した落本と精が契約を結ばない場合、損害差僕金として、人札金顎に

消費税及び地方消費税を加えた顎寛う100分の 5を郵覇港管理組合に納付しな!すれ |ヾならな
とヽィ)

※イにより入札螺証金の免除を受ける場合獄、様式「地方公井団体等契約状況確認」を
提出す/9こ とど

提 出 期 娯 令下¬6年 10月 員調 t金)生′:00 攻
マ
ご

提 出 先

〒9(〉 0-003う   引:薪 r市通士町 2番 1号 ^
那覇港管理組合 総務郡 総務課 財務班
電話番号 098-868-1578

入 札 保 証 金

(現 金 納 付 )
提 出 方 法

ア 「入札保証金締付普発行依頼書Jを持参すること
※要事説連絡

イ 羊「合が発行する納入通矢B普に澪ミリ金融機関で保証金を

率,1付 し、領 H又妻 (写)を上記期跛表で:こ提当するこ
と、

氏札県証保険証券・入

札保証書・地方公共団

体学契約状況確認資】rl

提 出 方 法
持参又は翻

`送

観 達が確認できる方法にて送付するこ

と)

保 険 期 間

保 f正 やI Fh]
謝札 日から2か月とすると

有 価 証 券 等
受入日時 。受入方法等の調整があるので、事前ここ上記担当諜まで連絡
―
す
~る
こと。

契 約 保 証 金 免除 (那薪港管理組合契約規貝モ第 4条第 1裏第 9零 ^に よる)

落札決定後、テクリス等とこより隠雄千定技荷者の実績に関する注反の事実等が確認された

合、妻約を結 tゞないことがれ)る。

なお、病気 。死亡 。1と砕職等の場合でやむを得ないととンて承認さ漁′た場合のタドti、 安格確認

中請書等の差替え燃認められないc

崩気等の特現な理由にまりや妙を得ず配耐予定技術者を変更する場合は、 2に :もまずる基準
を満たし、かつ当初の朧置予定技術者と同等以 にの者を配置 しなけれ iゞならない。

の

置 予 定 技 術

確

契約金額の色0%以内

適用あり

金 払

分 払

,、   条

本業務に係る契約は、お札者¢決定後、7癬 以内に締結する。ただと/、 管理者が特とこ鶉千

したときはこの眼りで,まない。
約 締 結 時

本業務の契約締締後、本業務の業務萎託料を変更協議する場合及び本業務と関連する業務
を本業務受注者と随意契織する場合、変更瘍融又は問連する業務の予定組格の算定は、本業

務の詩負比率 (当初契約筆■当初設言1鎮)を変更業務価格または関連業務の設言1筆に乗じた
額で行う。

請 負 代 金 等 の 変

入本L参加者は、那票港管J」と細合競争入札どさ得、土木設計業務等姿託契約普及な仕様書を熟

読し、これを蓮守することさの 連 守 事

|と  参  加 者
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